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2023年５月 30日 

各 位 

会 社 名 ＧＴホールディングス株式会社 

代表者名 代表取締役ＣＥＯ   牟田  成 

 （コード：5883、TOKYO PRO Market） 

問合せ先 取締役ＣＦＯ    矢野  義雄 

 （TEL．03-6426-7851） 

 

 

当社連結子会社による株式取得（孫会社化）に関するお知らせ 

 

 

当社は、2023 年５月 30 日開催の取締役会において、以下のとおり、当社の完全子会社である株式会社宝美

堂（以下、「宝美堂」という。）が株式会社ブルークウォッチカンパニー（以下、「対象会社」という。）の株式

を取得し、当社の連結子会社化することについて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

 

１．株式の取得の理由 

対象会社は、長年にわたり腕時計、ブランドバック等を自社 ECサイト中心に、消費者に直接販売している

企業であり、一般顧客に向けた販売を強化するという当社の成長戦略の中で、シナジー効果が非常に高いビ

ジネスを展開している会社となります。また、対象会社は宝美堂の近隣で運営されていて、密な連携が図り

やすい点も、シナジーが出しやすいと考えております。加えて、当社グループのノウハウを活用し、中古品

の取扱いを増やしていくことで、対象会社も更なる成長が可能と判断し、本件株式取得を実施することとい

たしました。 

 

 

２．本件株式取得を行う連結子会社の概要 

（１） 名 称 株式会社宝美堂 

（２） 所 在 地 大阪府大阪市中央区心斎橋筋二丁目４番９号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 渡邉 智浩 

（４） 事 業 内 容 ブランド品買取・販売事業 

（５） 資 本 金 35百万円 
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３．異動する子会社（孫会社）の概要 

（１） 名 称 株式会社ブルークウォッチカンパニー 

（２） 所 在 地 大阪府大阪市中央区東心斎橋一丁目７番 28号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 青松 敬介 

（４） 事 業 内 容 ブランド時計・バッグ・アクセサリーの EC及び店舗販売 

（５） 資 本 金 10百万円 

（６） 設 立 年 月 日 2014年５月 29日 

（７） 大株主及び持株比率 青松 敬介 100％ 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2020年３月期 2021年３月期 2022年３月期 

 純 資 産 139百万円 186百万円 200百万円 

 総 資 産 734百万円 625百万円 749百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 697,944.38円 931,853.63円 1,004,363.46円 

 売 上 高 2,971百万円 2,485百万円 1,972百万円 

 営 業 利 益 74百万円 71百万円 27百万円 

 経 常 利 益 69百万円 69百万円 17百万円 

 当 期 純 利 益 46百万円 46百万円 14百万円 

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 233,934.5円 233,909.25円 72,509.83円 

 １ 株 当 た り 配 当 金 ―円 ―円 ―円 

 

４．株式取得の相手先の概要 

（１） 氏 名 青松 敬介 

（２） 住 所 大阪府大阪市中央区 

（３） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
資本関係、人的関係、取引関係、その他特筆すべき関係はありません。 

 

５．取得株式数，取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 0株（議決権の数：0個）（議決権所有割合：0.0％） 

（２） 取 得 株 式 数 200株（議決権の数：200個） 

（３） 取 得 価 額 

取得価額については、株式取得の相手先が個人であるため非公開として

おりますが、当社と相手方に属さない第三者機関による適切なデューデ

リジェンスを実施し、結果を総合的に勘案の上、相手先との協議を経て、

妥当な金額を算出して決定しております。 

（４） 異動後の所有株式数 200株（議決権の数：200個）（議決権所有割合：100.0％） 

 

６．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2023年５月 30日（火） 

（２） 契 約 締 結 日 2023年６月１日（木） 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 2023年６月１日（木）（予定） 

 

７．今後の見通し 

本件に伴う当社の 2023年５月期の連結業績に与える影響等につきましては軽微であり、今後、業績予想

修正の必要性及び公表すべき事項が生じた場合には速やかに開示いたします。 


